
  １  1 
 

令和４年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No １ 府 省 庁 名 厚生労働省         

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
緊急小口資金等の特例貸付に係る非課税措置の創設 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

緊急小口資金等の特例貸付については、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、収入の減少等により一

時的又は生活再建までの間に生活資金が必要な方に対して、貸付を行う「緊急小口資金等の特例貸付」。 

 

・特例措置の内容 

 上記貸付金においては、新型コロナウイルス感染症の影響に鑑み、生活に困窮された方の生活にきめ細か

に配慮するため、償還時に住民税非課税世帯の場合は償還を免除することができる特例を設けているところ、

その債務免除益について、非課税措置を講じる。 

 

関係条文 

 

地方税法第 32条 

 

減収 

見込額 

［初年度］      －（－）  ［平年度］      －（－） 

［改正増減収額］   －                          （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、収入の減少等により一時的又は生活再建までの間に生活資金が

必要な方に対して、貸付を行うことで、生活支援を行うことを目的としている。 

 

（２）施策の必要性 

緊急小口資金等の特例貸付については、新型コロナウイルス感染症の影響を鑑み、生活に困窮された方の
生活にきめ細やかに配慮するため、償還時に住民税非課税世帯の方の償還を免除することができる特例を設
けており、償還免除は資金種類ごとに一括して行い、最大で 200万円が償還免除となる。 

 貸付金額を償還免除した場合には、免除した年度の債務免除益となり、一時的な収入として見なされ、年

間 50万円を超える部分については、課税対象となる。 

 一方で、「特別定額給付金」や「子育て世帯生活支援特別給付金」については、一時的な収入ではあるが、

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて実施した個人への給付として、「新型コロナウイルス感染症等の

影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律」において、新型コロナウイルス感染症が対象

者に及ぼす影響の緩和を図るため、非課税所得として扱われている。 

 特例貸付の償還免除については、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた特例として実施するもので

あり、生活に困窮された方の生活にきめ細かに配慮するため、償還時に住民税非課税世帯の方に限り償還を

免除することができるとしているが、償還免除額（債務免除益）が課税される場合、新たな税負担が生ずる

こととなり、生活再建の妨げとなるおそれがある。 

このため、「特別定額給付金」や「子育て世帯生活支援特別給付金」と同様に、新型コロナウイルス感染症

が対象者に及ぼす影響の緩和を図るため、償還免除とされた場合の債務免除益を非課税とする必要がある。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

 － 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

基本目標Ⅷ ナショナル・ミニマムを保障し、社会変化に対応した福祉サービスを提供すると

ともに、自立した生活の実現や安心の確保等を図ること 

 

施策大目標１ 生活困窮者等に対し適切に福祉サービスを提供するとともに、地域共生社会の

実現に向けた体制づくりを推進し、地域の要援護者の福祉の向上を図ること 

 

施策目標１－２ 生活困窮者等に対し適切に福祉サービスを提供するとともに、地域共生社会

の実現に向けた体制づくりを推進し、地域の要援護者の福祉の向上を図ること 

政策の 

達成目標 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、収入の減少等により一時的又は生活再建までの間

に生活資金が必要な方に対して、貸付を行うことで、生活支援を行う。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 

 － 

同上の期間中

の達成目標 

 

 － 

政策目標の 

達成状況 

 

 － 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 

－ 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 

新型コロナウイルス感染症が対象者に及ぼす影響の緩和を図ることができる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

国税においても同様の要望を行っている。 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

 緊急小口資金等の特例貸付 

（予算措置額合計１兆6,752億円（令和３年８月27日時点）） 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

 本要望は、上記事業により行う特例貸付の免除益について、非課税措置を求めるもの。 

 

要望の措置の 

妥当性 

 

「特別定額給付金」や「子育て世帯生活支援特別給付金」と同様に、新型コロナウイルス感

染症が対象者に及ぼす影響の緩和を図るため、償還免除とされた場合の債務免除益を非課税と

する必要がある。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

－ 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

－ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

－ 

前回要望時の 

達成目標 

－ 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

－ 

 

 

 

これまでの要望経緯 

 

－ 


